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譲渡所得に係る特別控除の特例の障害者通所サービス等への範囲の拡充について 
 
 障害福祉行政の推進につきましては、日頃よりご尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 
 標記のことについては、平成 23年度税制改正大綱において、障害者のための通所サービスやグループ
ホーム等のための土地の譲渡を行う際、土地収用法の事業認定を受けずに、簡易な証明により譲渡所得

に係る特別控除の適用が受けられるようにすることが示されておりました。 
 このことにつきまして、去る６月 30日公布・施行の「租税特別措置法施行規則等の一部を改正する省
令」（財務省令第三五号）により、社会福祉法人等の設置に係る障害者通所サービス等の事業の用に供さ

れる施設が簡易証明制度の対象に加わりましたので、ご連絡が遅れ誠に恐縮でありますが、その旨通知

させていただきます。 
 なお、公布日施行につき、６月 30日以後に行う土地等の譲渡に適用することとされております。 
 以上のことにつき、十分御了知の上、管内市町村をはじめ、関係機関、関係団体等に対し、 
その周知徹底をお願いいたします。 
 
【総務省URL】 
http://www.soumu.go.jp/menu_hourei/s_houritsu.html 
【財務省URL】 
http://www.mof.go.jp/about_mof/bills/177diet/index.html  
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